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気候変動問題は、先進国、開発途上国を
問わず、国境を越えて人間の安全保障を脅
かす喫緊の課題であり、国際社会の一致団
結した取組の強化が急務である。とりわけ、
2012年で終了する京都議定書第一約束期間
後の次期枠組みに関する議論は大きな焦点
となっている。

11月に公表された気候変動に関する政府
間パネル（IPCC）の第４次評価報告書統
合報告書でも、各国が現在の政策を継続す
る場合には、世界の温室効果ガス排出量は

今後20年～30年増加し続け、その結果、21
世紀末には20世紀に観測されたものより大
規模な温暖化がもたらされると予測してお
り、この問題の深刻さと速やかな対応の必
要性を示唆している。

2007年には、気候変動問題が、国際社会
が直面する大きな課題として首脳レベルで
議論されるなど、取組に向けて大きな政治
的機運が生まれた。例えば、４月には国連
安全保障理事会において公開討論のテーマ
に初めて気候変動がとりあげられた。また、

（１）気候変動問題

１．環境・気候変動

【総　　論】
気候変動や生物多様性の損失等の地球環

境問題は深刻であり、日本はこれらを人類
の生存に対する脅威と位置付け、国際社会
が連帯して取り組むことを呼びかけてきて
いる。2007年は、地球温暖化の急速な進行
が認識されて、９月の国連「気候変動に関
するハイレベル会合」、12月の気候変動枠
組条約第13回締約国会議（COP13）等で、
気候変動問題に大きな国際的関心が集まる
年となった。とりわけ、2012年で終了する
京都議定書第一約束期間後の次期枠組みに
関する議論は大きな焦点となっている。
こうした中にあって、安倍総理大臣は、

日本が次期枠組みづくりにおける国際的議
論を主導すべく、５月に気候変動に関する

提案「クールアース50」を発表し、世界全
体の温室効果ガスの排出量を、現状に比し
て2050年までに半減することを全世界の共
通の目標とする必要性等を強調した。安倍
総理大臣は、６月のG8ハイリゲンダム・
サミットにおいて、「クールアース50」を
各国首脳に紹介し、気候変動問題に関する
議論に積極的に参画した。さらに、日本は、
12月のCOP13において、すべての主要排
出国が参加する交渉の場を設け、長期目標
や緩和対策等について議論することを提案
し、同提案も踏まえた新たな作業部会の立
ち上げが決定されるなど、国際的議論を主
導する役割を果たした。

第2節

地球規模課題への取組と国際協力

【各　　論】
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国連事務総長のイニシアティ
ブにより開催された国連「気候変動に関す
るハイレベル会合」は、首脳級で気候変動
問題を集中的に議論する初めての会合とし
て、国際的な取組機運を高める大きな契機
となった（同会合には日本から総理大臣特
使として森元総理大臣が出席）。また、12月
にインドネシア・バリで開催された気候変

動枠組条約第13回締約国会議（COP13）及
び 京 都 議 定 書 第 ３ 回 締 約 国 会 合
（COP/MOP3）では、気候変動枠組条約の
下に設置された次期枠組みについて議論す
る「新たな検討の場（作業部会）」が設置
されるなど、大きな動きが見られた１年で
あった。

こうした中にあって、日本は次期枠組み
づくりにおける国際的議論を主導すべく、
５月に安倍総理大臣は、気候変動に関する
提案「クールアース50」を発表し、その中
で、世界全体の温室効果ガス排出量を現状
に比して2050年までに半減するとの世界共
通の長期目標や、2013年以降の国際的な枠
組みの構築に関して、①米国、中国、イン
ド等の主要排出国がすべて参加し、世界全
体での排出削減につながること、②各国の
事情に配慮した柔軟かつ多様性のある枠組
みとすること、③省エネなどの技術をいか
し環境保全と経済発展とを両立することと
いう３原則を提示した。
また、これらの原則を実現していくため、

日本は温室効果ガスの排出の抑制と経済成
長を両立させようとする志の高い開発途上
国を支援することを表明した。
６月にドイツで開催されたG8ハイリゲ

ンダム・サミットでは、安倍総理大臣より、
「クールアース50」を紹介し、世界全体の
温室効果ガスの排出量を、現状に比して
2050年までに半減することを全世界の共通
の目標とする必要性を強調するなど、積極
的に議論に参画した。その結果として、日
本の提案を軸に議論が行われ、「2050年ま
でに世界全体の温室効果ガスの排出量を少
なくとも半減させることを含む、EU、カ
ナダ及び日本による決定を真剣に検討す
る」との文言が首脳文書に盛り込まれた。
日本は、世界全体としての温室効果ガス

排出削減につながるような枠組みを目指し

て、こうした外交的働きかけを二国間、多
国間の場を通じて積極的に行ってきてい
る。特に、実効性のある国際的枠組みづく
りにおいては、米国、中国、インド等の主
要排出国の参加をいかに確保するかが重要
であり、そうした国々も含め二国間の環
境・気候変動関連文書に署名をしてきてい
る。また、９月の第15回APEC首脳会議
（於：シドニー）や11月の第３回東アジア
首脳会議（EAS）（於：シンガポール）な
ど、多国間外交の場においても、気候変動
問題を含む宣言の発出に積極的に貢献し
た。さらに、日本は、12月のCOP13にお
いて、2013年以降の枠組み構築のため、す
べての主要排出国が参加して、単なる対話
ではなく、交渉を行う場を設け、そこで長
期目標や緩和対策等について議論すること
を提案し、これを受けて気候変動枠組条約
の下に次期枠組み構築について議論する新
たな作業部会を設置することが決定され
た。2013年以降の枠組み構築を議論するこ
の作業部会の立ち上げに日本は大きな役割
を果たした。
さらに、福田総理大臣は、2008年１月、

世界経済フォーラム年次総会（｢ダボス会
議｣）に出席し特別講演を行い、サミット
議長として｢クールアース推進構想｣を発表
した。その中で、IPCCが、破局を避けるた
めには地球全体の温室効果ガスを次の10年
から20年の間にピークアウトし、2050年に
は少なくとも半減しなければならないと警
告を発していることに言及し、日本として

（２）「クールアース50」と日本の取組
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は主要排出国と共に、今後の温室効果ガス
の排出削減について、国別総量目標を掲げ
て取り組む決意を示した。その際には、各
国間の削減負担の公平さを確保するため、
セクター別アプローチを活用し、エネルギ
ー効率や今後活用される技術など、科学的
かつ透明性の高い尺度を用いた積み上げ方
式による作業を進めることを提案した。
また、100億米ドル規模の資金メカニズ

ムである｢クールアース・パートナーシッ
プ｣の構築を提案し、省エネ努力など、開

発途上国の排出削減への取組に積極的に協
力するとともに、気候変動で深刻な被害を
受ける開発途上国に対して支援の手を差し
伸べることで、開発途上国とも連帯を強化
し、地球全体での温室効果ガス削減を目指
す考えを示した。さらに、日本自身が、大
幅な排出削減に不可欠な革新的技術開発を
加速するとともに、日本社会を低炭素社会
に転換するための検討に着手し、低炭素社
会づくりに向けた先導役を果たしていく決
意を示した。

一方、日本以外の国・機関も独自の気候
変動政策を決定・提案するなど、積極的な
動きが見られた。まずEUは、３月に開かれ
た欧州理事会（EU首脳会議）において、温
室効果ガスの排出量を先進国として2020年
までに1990年比で30％、2050年までに同比
60％～80％削減する等の目標を合意した。
また、米国は５月に、長期目標の設定や各
国の事情を反映した中期の国別目標、強固
で透明性の高い各国のパフォーマンス等の
評価システム構築などのために、主要経済

国による会合を開催することを提案した。
この提案に基づいて、９月に開催された米
国主催の「エネルギー安全保障と気候変動
に関する主要経済国会合」では、ブッシュ
大統領が演説を行い、2008年夏までに首脳
会合を開催し、排出削減に関する長期目標
等につき一致することを提案するなど、気
候変動問題に真剣に取り組む姿勢を示し
た。

2008年には、次期枠組みに関する交渉が
本格的に開始され、第４回アフリカ開発会

現在 2020 2050（年）2030 2040

将来見通し（現状放置）

＜長期目標＞＜中期目標＞

全世界
CO2
排出量

“ポスト京都フレームワーク”
・今後10年～20年で地球全体の温室効果
ガスをピークアウトへ

“国際環境協力”　
・省エネ取組の国際展開
・新たな資金メカニズム
「クールアース・パートナーシップ」

“イノベーション”
・革新的技術の開発
・低炭素社会への転換

「クールアース50」
世界全体の排出量を
2050年までに半減

クールアース推進構想
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日本は、多様な便益を提供する森林の重
要性を認識し、国際熱帯木材機関（ITTO）
やアジア森林パートナーシップ（AFP）
等を通じて、違法伐採対策を含む持続可能
な森林経営に向けた取組を推進した。３月
には、日本が主催した違法伐採国際専門家
会議において、世界の主要木材生産国・消

費国政府、国際機関等の専門家が違法伐採
問題について地域の枠を越えて議論を行っ
た。６月のG8ハイリゲンダム・サミット
においては、違法伐採問題を世界の森林保
護に対する最も困難な障害として位置付
け、この問題の解決に向けた取組を引き続
き支援することが確認された。

議（TICAD IV）（５月）やG8北海道洞爺
湖サミット（７月）など、気候変動が主要
な議題となる重要な国際会議が日本で開催
される。日本は、特にサミット議長国とし

ての立場も活用しつつ、すべての主要排出
国が参加する、実効性のある国際的な枠組
みづくりに向けて、引き続き国際的な議論
を主導していく考えである。

（３）森林保全・違法伐採対策

2007年
4月 6月 8月 9月 1月 春 7月 12月11月1月12月10月 11月 12月

2008年 2009年

気
候
変
動

枠
組
条
約

G8

COP
準備会合
（ボゴール）

COP13
（バリ）

ASEM首脳会合
（10月24日、25日）
（北京）

TICAD IV
（5月28日～30日）
（横浜）

ダボス会議
（1月23日～27日）
（スイス）

京都議定書
第一約束期間
2008年～2012年

第3回東アジア首脳会議
（11月21日）
（シンガポール）

G8エネルギー
大臣会合（青森）
（６月上旬）

G8環境大臣
会合（神戸）

（5月24日～26日）

G8開発大臣
会合（東京）
（4月5日、6日）

第15回APEC首脳会議
（9月8日、9日）
（シドニー）

エネルギー安全保障と
気候変動に関する主要経済国会合
（9月27日、28日）（ワシントン）

主要経済国
首脳会合

（夏ごろ）（場所未定）

第2回主要経済国会合
（1月30日、31日）
（ホノルル）

国連気候変動に関する
ハイレベル会合等

（9月24日）（ニューヨーク）

COP15
（デンマーク）

COP14
（ポーランド）

G8ハイリゲンダム・サミット
（6月6日～8日）
（ドイツ）

G8北海道
洞爺湖サミット

（7月7日～9日）（日本）

（10月24日、25日）（12月3日～14日）

気候変動、クリーン・エネルギー、持
続可能な開発に関する閣僚級対話
（G20対話）（9月9日～11日）（ドイツ）

気候変動、クリーン・エネル
ギー、持続可能な開発に関
する閣僚級対話（G20対話）
（3月14日～16日）（千葉）

気候変動が主要な議題となる今後の外交日程

日本は、水と衛生問題への対応として、
「水と衛生に関する拡大パートナーシップ・
イニシアティブ（WASABI）」に基づく取

組を行うとともに、国連事務総長の諮問委
員会である国連「水と衛生に関する諮問委
員会」の活動を支援している。同委員会議

（４）水と衛生
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（９）北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）

NOWPAPは、海洋・沿岸環境の持続可
能な管理・利用を通じ、悪化する世界の海
洋・沿岸地域の環境問題に取り組むことを
目的とした国際機関である。海洋漂着ゴミ
問題に関し、2006年９月の山形県での開催

に引き続き、2007年６月には中国で初の
NOWPAP主催国際海岸クリーンアップキ
ャンペーン（ICC）を開催した。日本は財
政面も含めてイニシアティブをとり、海洋
漂着ゴミ専門家も派遣した。

（８）ワシントン条約

６月、オランダのハーグにおいてワシン
トン条約第14回締約国会議が開催された。
同会議では、日本が南部アフリカ４か国政
府保有の象牙の取引相手国となることが確

定したほか、遵守ガイドラインが採択され、
ヨーロッパウナギ等の附属書掲載が決定さ
れた。

（５）防　　災

（６）生物多様性

（７）オゾン層の破壊

津波・地震からの復興をテーマとして、
日本は、１月、国際津波・地震フォーラム
（於：神戸市）を国際機関等と共催した。

また、国連国際防災戦略（UN/ISDR）は、
10月、神戸市に兵庫事務所を開設した。

長であるオランダ国皇太子殿下は、３月及
び12月に訪日し、総理大臣をはじめとする
政府要人との間で水と衛生問題に対する意
見交換を行った。また、11月には日本の皇
太子殿下が同委員会の名誉総裁に就任され
た。12月には、日本のNPOのイニシアテ

ィブによる地域的取組として、大分県別府
市において第１回アジア・太平洋水サミッ
トが開催された。同会合には皇太子殿下が
御参加になったほか、福田総理大臣も参加
するなど、政府としても協力を行った。

生物多様性の保全と持続可能な利用に関
する国内外の関心が高まる中、日本は、
2010年開催予定の生物多様性条約第10回締

約国会議（COP10）を名古屋市に招致す
べく、各国への働きかけを行っている。

オゾン層を破壊する物質に関するモント
リオール議定書は2007年に採択20周年を迎
え、９月に開催された第19回締約国会合に
おいて代替フロン（HCFC）の削減スケジ

ュールの前倒しが決定された。先進的な法
制度や技術を有する日本は、オゾン層保護
に向けた国際的な取組を引き続きリードし
ていく。
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（１）国連の場における取組

２．人　　権

【総　　論】
1993年６月のウィーン宣言及び行動計画

にもあるように、民主主義、発展並びに人
権及び基本的自由の尊重は、相互に依存し
つつ、かつ補強しあうものである。人権・
民主主義基盤が各国において十分に整備さ
れることは、平和で繁栄した社会の確立、
ひいては、国際社会の平和と安定に直結す
る。
国際連合では、2005年９月の国連総会首

脳会合において人権分野の重要性が人権の
主流化の流れの中で再認識され、2006年
３月の国連総会で、従来の人権委員会に替
えて人権理事会を総会の下部機関として設
置することが決定された。人権理事会は47
か国で構成され、日本も2006年５月の選挙
で当選し、2008年５月までの任期で理事国
を務めている。

民主主義分野に関しては、基本的価値を
重視する日本の外交政策を推進するとの観
点から、国連民主主義基金（UNDEF）に
対し、2007年３月に1,000万米ドルの拠出
を行った。さらに11月、有馬龍夫政府代表
が第４回民主主義共同体閣僚級会合（於：
マリ）に出席し、日本の経験も踏まえ、民
主主義が平和や繁栄に不可欠であること
や、当該国のオーナーシップを尊重した日
本の民主化支援の取組を紹介した。
日本は、国連をはじめとする多国間の場

における人権・民主主義にかかわる取組
と、人権対話や開発援助等を通じた二国間
の場における取組を相互に連携させつつ、
開発援助を通じた人権・民主主義基盤の整
備から包括的に人権・民主主義外交の強化
を図っていく考えである。

【各　　論】

人権理事会は2006年６月に第１回会合を
開催し、その後１年かけて組織・活動方法
の見直しを行った。その中で、国連加盟国
すべての人権状況を平等に審査する枠組み
としての普遍的定期的審査（UPR）の新
設や、国別特別報告者や国別人権状況決議
の今後の方針、人権理事会でとりあげる議
題等が決定されたが、日本は、人権理事会
が国際社会の人権問題に対し、遅滞なく、
より実効的に対処できる機関となるべきで
あるとの理念の下、制度構築の議論に積極
的に参加した。

2007年は合計４回（３月、６月、９月、
12月）の人権理事会通常会合が開催され
（ただし12月は９月の再開会期）、10月には
ミャンマーの人権状況に関する特別会合が
開催された。３月にジュネーブで行われた
第４回人権理事会ハイレベル・セグメント
には、日本から浜田外務大臣政務官が出席

し、日本の人権政策や、拉致
ら ち

問題を含む北
朝鮮の人権問題等に言及するステートメン
トを行った。また、同時期にジュネーブ市
内で開催された人権映画祭の一環として、
日本は映画「めぐみ」の上映会と「拉致問
題写真展」を開催し、北朝鮮による拉致問
題の早期解決を各国に訴えた。
また、２月には日本が起草段階から積極

的に作成交渉に参加してきた強制失踪条約
（仮称）に日本を含む57か国が署名した。
本条約により、拉致を含む強制失踪が犯罪
として処罰されるべきものであることが国
際社会において確認されるとともに、将来
にわたって同様の犯罪が繰り返されること
を抑止する意義がある。今後は早期の締結
に向けた検討を行っていく考えである。
９月、日本はその起草段階から交渉に積

極的に参加してきた障害者権利条約（仮称）
に署名した。今後は可能な限り早期の締結
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を目指して検討を行っていく。
10月から11月にかけて開催された第62回

国連総会第３委員会では、国別やテーマ別
の人権問題に関して議論が行われ、60本以
上の決議が採択された。日本は、拉致問題
への言及も含む北朝鮮人権状況決議をEU
と共に提案し、採択に向けた働きかけを積
極的に行った。その結果、前年の決議と比
較し、より多くの人権上の問題に言及する
など内容の充実が図られた。拉致問題につ
いては、前年までの決議で言及されていた
懸念の表明に加え、北朝鮮当局に対し、拉
致被害者の即時帰国を含め、拉致問題の早
急な解決を強く要求することが明記された
内容の決議が採択された。同決議は、国連

総会本会議においても、多数の支持を得て
採択された。
国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）

は、国連における人権分野での取組の重要
性にかんがみ、今後更に強化されることが
2005年の国連首脳会合で決定された。日本
としても、国際社会での人権分野の活動に
積極的に関与するという姿勢に基づき、
2007年度分として前年度の約２倍に当たる
約3,560万円を同事務所に拠出した。また、
2007年１月にはルイーズ・アルブール国連
人権高等弁務官が来日し、塩崎恭久官房長
官や麻生外務大臣等と活発な意見交換を行
い、日本とOHCHRの協力強化につながっ
た。

人権の保護・促進のためには、二国間の
対話を通じた相互理解の醸成も効果的な手
段であることから、日本は二国間の人権対
話の実施を重視している。７月にはイラン
との間で４回目となる人権対話を行った。
同対話では、人権問題に関する基本的立場
を述べ合うとともに、女性の人権問題や司
法制度改革を含め、個別分野の人権状況や
改善に向けた取組に関してイラン側から説

明が行われ、また、日本による今後の協力
の可能性についても意見交換が行われた。
また、同月に行われた第１回日・ウズベキ
スタン外務省間実務者協議において、ウズ
ベキスタン側から、同国の人権・民主化の
状況やその改善に向けた取組などについて
説明が行われ、日本側からは、一層の改善
努力を働きかけた。

（２）二国間人権対話

第62回国連総会本会議における北朝鮮人権状況決議の採択
（12月19日、米国・ニューヨーク）
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（注１）難民条約に定義された難民の条件に該当する者として法務大臣に認定された人を「条約難民」と総称している。難民条約で定義された難民の要件は以下
のとおり。
（a）人種、宗教、国籍もしくは特定の社会的集団の構成員であること、または政治的意見を理由に、迫害を受けるおそれがあるという十分に理由のある恐

怖を有すること
（b）国籍国の外にいる者であること
（c）その国籍国の保護を受けることができない、またはそのような恐怖を有するためにその国籍国の保護を受けることを望まない者であること
なお、日本においては、1981年10月3日に難民条約に、1982年1月1日に難民議定書にそれぞれ加入し、同日から同条約・議定書が発効している。

（３）弱者保護への取組

世界の多くの地域では、多数の児童が武
力紛争の被害を受けており、深刻な人権侵
害が続いている。こうした状況を踏まえ、
2月には、浜田外務大臣政務官が児童兵に
関する国際会議「子どもたちを戦争から解
放しよう」（於：パリ）に出席し、各国代
表スピーチセッションにおいて、児童兵の
問題への取組の重要性を訴えた。
また10月には、平和の定着における女性

の役割をテーマとする「女性・平和・安全」
に関する国連安保理公開討論が開催され

た。日本は「人間の安全保障」の理念に基
づき、引き続き女性のエンパワーメントを
支援していく旨発言した。
難民問題に関しては、1983年に設立され、

インドシナ難民等に定住支援を行ってきた
国際救援センターが2006年３月に閉所した
が、同年４月には東京都内に後継施設
「RHQ支援センター」が新設され、引き続
き、条約難民（注１）等に対する生活支援や日
本語教育、職業相談等を通じた定住支援を
実施している。

８月に東京において、紛争犠牲者の保護
等に関する国際人道法の現状と課題を検討
するため、「慣習国際人道法東京セミナー」
を国際法学会及び赤十字国際委員会と共催

した。また、同月には国際人権・人道法を
テーマとする国際法模擬裁判「2007年アジ
ア・カップ」を東京で開催した。

（４）国際人道法

児童兵に関する国際会議「子どもたちを戦争から解放しよう」においてスピーチを行う浜田外務
大臣政務官（2月 5日、フランス・パリ）
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【総　　論】
国際社会における「法の支配」の確立は、
国家間の関係を安定的なものとし、紛争の
平和的解決を図っていく上で極めて重要で
あり、日本は、外交政策の一環として国際
社会における「法の支配」の促進を重視し、
様々な取組を積極的に行ってきている。
日本が自国の領土、海洋権益等にかかわ

る国益を守っていくに当たっても、「法の
支配」が国際社会で広く実現することは、
関係国との調整・交渉等を円滑に進めるこ
とに資する。また、「法の支配」の推進は、
経済面を含む個人・企業等の活動のために
良好な環境をつくり出し、関連の利益を保
護する上でも必要不可欠である。
国際社会における「法の支配」には、新

しい国際法秩序の形成・発展に参画すると
いうルールづくりの側面と、国家間の紛争
を国際法に基づき平和的に解決していく紛
争処理の側面がある。
ルールづくりの側面においては、日本は、
日本人委員を擁する国連国際法委員会
（ILC）をはじめとする各種国際フォーラ
ムにおける国際法の法典化作業に積極的に
参画しているほか、幅広い分野でのグロー
バルなルールづくりに主要な役割を果たし
ている。具体的には、経済分野における
WTOドーハ・ラウンド交渉や、気候変動
問題における2013年以降の枠組みづくりに
積極的に取り組んでいる。
紛争の平和的処理の側面に関しては、日

本は、以前から国際司法裁判所（ICJ）等
の国際司法機関の役割を重視し、人材面で
の貢献を含め、これら機関の活動を強力に
支えてきている。７月には国際海洋法裁判
所（ITLOS）にロシアに拿捕された日本漁
船の早期釈放を求めて提訴するなど、外交
における国際裁判の積極的な活用にも努め
ている。４月にはヒギンズICJ所長、11月
にはヴォルフルムITLOS所長を訪日招待
し、国会議員、有識者との交流等を通じ、
両裁判所の役割や日本の取組に対する内外
の理解増進を図った。日本は、10月、国際
刑事裁判所（ICC）に加盟し、その直後に
日本人裁判官も選出された。ICC規程の見
直し作業も進んでおり、今後、日本が国際
刑事・人道法の発展に一層貢献していくこ
とが期待されている。
また、日本は、開発途上国における法制

度整備の支援も引き続き強化している。

３．国際社会における「法の支配」

国際海洋法裁判所における日本漁船拿捕事案の審理
（7月、ドイツ・ハンブルグ　写真提供：国際海洋法裁判所）

日本は、10月、国際社会の関心事である
最も重大な犯罪（注１）を犯した個人を国際法
に基づいて訴追・処罰するための世界初の
常設国際刑事法廷である国際刑事裁判所

（ICC）に加盟し、11月の裁判官補欠選挙
では齋賀富美子人権担当大使がトップ当選
を果たした。ICC加盟国として、日本は、
「不処罰の文化」を終わらせるべく、最も

【各　　論】

（１）刑事分野における取組

（注１）集団殺害犯罪、人道に対する犯罪、戦争犯罪、侵略犯罪（未定義）。
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経済分野、例えば、WTOにおける交渉
や、各国・地域とのEPA/FTA、租税条約、
社会保障協定、投資協定、航空協定等の締
結といった取組は、諸外国との経済面での
協力関係を法的な枠組みとして規律するこ
とで、紛争処理の手続きも含め、予測可能
性・安定性を確保することにつながる。す
なわち、貿易・投資や、日本国民及び企業
の海外における活動を一層拡大・円滑化す
るための手段としても、「法の支配」の強
化が役立っている。
また、日本は、環境・人権等、国民の生

活に大きな影響を与える社会分野において
も国際的なルールづくりを主導するととも
に、積極的に国際約束を締結している。例
えば、気候変動に関する2013年以降の枠組
みについての議論において、日本及び国際
社会全体にとって有益な制度の構築に向け
て努力している。また、10月には、必要な
国内制度の整備を経て、廃棄物の海洋投棄
の制限に関するロンドン条約1996年議定書
を締結した。２月及び９月には、積極的に
交渉に参加してきた強制失踪条約（仮称）
及び障害者権利条約（仮称）に署名した。

（３）経済・社会分野における取組

（２）海洋を巡る諸問題

海洋国家である日本にとって、正当な海
洋権益の確保は国の根幹にかかわる問題で
あり、国連海洋法条約をはじめとする海洋
の国際法秩序の発展が日本の国益を守って
いく上でも重要である。日本は、７月、ロ
シアに拿捕された日本漁船の早期釈放を求
める２件の訴えを国際海洋法裁判所
（ITLOS）に提起し、同裁判所の判決によ
り紛争は平和的に解決された。このような
国際裁判所の積極的利用は、判例の蓄積に
よる海洋法の発展と国際裁判制度への信頼
性の向上をもたらし、紛争当事国のみなら
ず国際社会全体の利益にもつながるものと

いえる。
また日本は、中国との間で排他的経済水

域（EEZ）・大陸棚の境界が未画定の東シ
ナ海における資源の共同開発を目指して交
渉を継続しているほか、韓国との間でも、
EEZの境界画定交渉及び海洋の科学的調査
に係る暫定的な協力の枠組み交渉を継続し
ている。
これらの問題に関し、日本は一貫して国

連海洋法条約をはじめとする国際法を遵守
すべきとの立場を維持してきており、国際
法にのっとった解決を目指している。

重大な犯罪を犯した個人を処罰する包囲網
の一翼を担うこととなり、今後、他のアジ
ア諸国の加盟促進、「侵略犯罪」の定義等
国際刑事・人道法の発展への参画などを通
じ、ICCをより普遍的な組織として発展さ
せるための貢献を行っていくことが期待さ
れる。
また、刑事事件の捜査、訴追等に必要な

証拠の提供等を条約上の義務として規定す
るとともに、中央当局間の直接の相互連絡

を可能とする刑事共助条約については、
2006年に発効した米国との条約に加え、
2006年12月に批准書の交換を行った韓国と
の間の条約が2007年１月に発効した。また、
香港、ロシア及び中国との間でも刑事共助
条約締結のための交渉を行い、そのうち中
国との条約については、12月に署名するに
至った。こうした取組を通じ、刑事分野に
おける共助の一層確実な実施及び効率化、
迅速化に努めている。
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（注１）政府開発援助（ODA）については外務省が別途発刊する「政府開発援助（ODA）白書／日本の国際協力」（外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/
gaiko/oda/shiryo/hakusyo.html）を参照。

（注２）内閣官房長官主催の「海外経済協力に関する検討会」がとりまとめた最終報告書による提言を受け、2006年 4月、政府は日本の海外経済協力に関する
重要事項を機動的かつ実質的に審議するため、総理大臣、内閣官房長官、外務大臣、財務大臣、経済産業大臣、その他必要に応じた関係閣僚から構成
される「海外経済協力会議」を設置した。
海外経済協力会議は2007年 7回実施され、「ODAの量及び質を巡る課題」、「対日理解の促進」、「アフリカ」、「環境」、「平和構築」、「アフガニスタン」、「中東」
について議論した。

（注３）海外経済協力会議で審議された基本戦略の下、ODAの具体的な企画・立案、調整の中核を担う外務省は、外務大臣の下に「国際協力企画立案本部」を
設けた。また、このような海外経済協力会議、国際協力企画立案本部等の議論、日本の外交政策の進展や新たに発生した開発課題などに迅速に対応す
べく重点事項を明確にし、毎年の案件形成に反映させるため、外務省において年度別に「国際協力重点方針・地域別重点課題」を策定することとした。
国際協力企画立案本部は、2007年「対中南米支援」、「広報・文化交流」、「TICAD IVに向けて（対アフリカ支援の在り方）」、「環境・気候変動分野」、「国際
協力局発足から1年」、「平成19年度国際協力重点方針・地域別重点課題」、「アジアの平和構築におけるODAの役割」について議論した。

（注４）「クールアース50」に関しては第3章第2節 1．「環境・気候変動」を参照。

４．国際協力の推進

【総　　論】
2006年８月の外務省国際協力局発足以

来、新しい体制の下、日本政府は国際協力
の戦略性の強化とより一層の効果的実施に
取り組んできた（注１）。
具体的には、内閣総理大臣が主宰する

「海外経済協力会議」（注２）で審議される海外
経済協力の基本方針を踏まえ、外務省内で
は「国際協力企画立案本部」が外交政策全
体の方向性も勘案し、地域、分野・課題ご
との援助方針を示すこととなった。2007年
は、「国際協力企画立案本部」で年度ごと
の「国際協力重点方針・地域別重点課題」
（注３）を初めて策定した。同方針では、①環
境・気候変動への取組（「クールアース50」
（注４）に基づく2013年以降の枠組み構築への
経済協力の活用）、②開発途上国の経済成
長と我が国の経済的繁栄の実現（貿易・投
資環境整備、経済連携の推進、資源・エネ
ルギー確保）、③普遍的価値を重視し、外
交の地平を拡大する中、民主化定着・市場
経済化を支援（法制度整備支援、人づくり
支援、人権重視など）、④平和の構築・テ
ロとの闘い、⑤人間の安全保障の確立（ミ
レニアム開発目標への貢献等）を重点事項
として国際協力を進めていくこととしてい
る。加えて、３月には、国際協力に知見を
有する有識者の声を政策に反映させるた
め、外務大臣の諮問を受け、国際協力の基
本政策について幅広い視点から討議及び提
言を行う「国際協力に関する有識者会議」
が立ち上げられた。同会議はアフリカ支援、

官民連携や政府開発援助（ODA）の案件
の形成と実施上の課題等について、2008年
１月に中間報告を外務大臣に提出した。
また、このような国際協力の戦略性の強

化に加え、より一層の効果的実施を図るた
め、これまでの課題であった円借款事業の
案件形成から実施段階までの迅速化に努め
ている。また、2008年10月に（独）国際協
力機構（JICA）と国際協力銀行（JBIC）
海外経済協力部門が統合され、新JICAが
発足する。新JICAは、技術協力、有償資
金協力及び無償資金協力の３つの援助手法
を一元的に実施する総合的な援助機関であ
り、援助の効果的・効率的な実施に向けた
準備が進められている。さらに、経済界や
NGOとの連携をより一層推進するととも
に、日本政府の取組について国内外で発信
の強化を図っている。

2008年は、2015年までのミレニアム開発
目標（MDGs）の達成に向けた中間年であ
り、G8開発大臣会合、第４回アフリカ開
発会議（TICAD IV）、そしてG8北海道洞
爺湖サミットが日本で開催される重要な年
である。今後、特に気候変動、アフリカ開
発、国際保健協力等の課題において、日本
のリーダーシップを発揮していく方針であ
る。
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イ　日本の実績と国際公約の達成
2006年の日本の政府開発援助（ODA）の

実績は、インド洋津波による債務支払猶予
終了に伴い政府貸付等の支出純額が減少し
たこと等を受け、対前年比14 .9％減の約
111.9億米ドル、対国民総所得（GNI）比率
も0.25％に減少し、1982年以来、24年ぶり
に、経済協力開発機構（OECD）開発援助
委員会（DAC）諸国中、米国、英国に次
いで第３位の援助国となった。
一方、日本は、３年間でアフリカ向け政

府開発援助を倍増することを2005年４月の
アジア・アフリカ首脳会議で表明し、同年
７月のG8グレンイーグルズ・サミットで
は、2005年～2009年の５年間の政府開発援
助の事業量について、2004年実績と比較し
て100億米ドルの積み増しを目指すことを

表明した。日本の厳しい財政状況等を踏ま
えつつも、これらの国際公約を着実に実行
していく方針である。

ロ　主な地域への取組
（イ）ア ジ ア
政治・経済・文化等、様々な面で日本と

密接な関係にあり、日本の安全と繁栄に重
要な意義を有するアジア地域は、日本の支
援の重点地域として主要な地位を占めてき
た。2006年における日本の対アジア地域二
国間政府開発援助は、約20億195万米ドル
で、二国間政府開発援助全体に占める割合
は約26.8％となっている。
特に、日本はメコン地域を支援の重点地

域とし、2007年から３年間、カンボジア・
ラオス・ベトナムの各国及び地域全体に対

【各　　論】

（１）日本の政府開発援助（ODA）の実績と主な地域への取組

【2008年の焦点】TICAD IV、G8北海道洞爺湖サミットにおけるリーダーシップ（重要課題：気候変動、アフリカ）
【重点事項】①環境・気候変動への取組（「クールアース50」に基づく2013年以降の枠組み構築への経済協力の活用）

②開発途上国の経済成長と日本の経済的繁栄の実現（貿易・投資環境整備、経済連携推進、資源・エネルギー確保）
③民主化定着・市場経済化支援（法制度整備支援、人づくり支援、人権重視など）
④平和の構築・「テロとの闘い」
⑤人間の安全保障の確立（ミレニアム開発目標への貢献等）

中央アジア、コーカサス、欧州
日本外交の新たなフロンティア（価値外交の実践）
　→民主主義・市場経済に基づく経済発展を支援
　資源・エネルギーの確保／エネルギー安全保障保保全安全保安安全全安全安全全全全全全安
　「中央アジア＋日本」等域内協力の強化の 中南米

資源、高い経済的潜在力資資資資資資な資源　豊富な豊豊富豊富　　 富 資なななな資なな 源源な資な資源、
　格差問題に関する諸国の改革努力を後押し格格格格格差差格差格差 題題題題問題問題
国際社会の共通課題への共同対処際際際社際社　国際国際
（（（（（（（（環境・気候変動、平和構築など）候環環環環環環

アジア
　基本的価値共有に基づく域内協力・統合深化、相互理解推進と安定確保（東アジア共同体）基基基 基基づ基 域域域域 解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解解理解解推解推
・民主化定着・人権保護強化支援、法制度整備支援強
・機能的協力の推進（金融、エネルギー、防災等）
・地域協力推進（アジア開発銀行との連携強化）
・大規模な青少年交流の推進（「21世紀東アジア青少年大交流計画」など）、日本語・日本型教育、知日層育成
・域内格差是正

　平和構築（アチェ、東ティモール、スリランカ、ネパール、ミンダナオ）
　国境を越える非伝統的な脅威（テロ・海賊、自然災害、環境・気候変動、感染症等）への対応
　日本と相手国の双方の経済的繁栄の確保（日本の経済成長の基盤）
・経済成長の基盤づくり（インフラ整備、制度づくり）
・EPA、資源確保、シーレーンの安全確保

　新興ドナーとの対話・協力の推進（ASEAN内協力、アジア・アフリカ協力支援など）
　国際社会での支持基盤の確保（伝統的親日国との関係の維持・強化）

アフリカ

　国際社会全体の課題の解決への貢献
　日本の外交基盤の強化
　資源の宝庫、潜在的市場
　→中長期的な経済関係強化のための
　　基盤整備発展の可能性を追求

中　東
　エネルギー安全保障
　（湾岸諸国との関係強化等）
　地域の安定と発展
→中東和平推進、イラク、アフガニスタン復復復タ 復興復興興興ンン復復タンタンンン 興興復興復興復復復復興復興タタ 興興
　石油にとどまらない関係の構築
（重層的経済関係、教育、人材育成等）

2007年度の国際協力の重点課題（優先課題）

▲
▲▲
▲▲

▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲

▲▲
▲▲
▲▲

▲▲
▲▲

▲▲

▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲▲
▲▲▲▲▲▲▲

▲▲
▲▲

▲▲
▲▲
▲▲
▲▲

2007年度の国際協力の重点事項（優先課題）
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する政府開発援助を拡充することとしてい
る。
域内統合の動きを進めているASEAN諸

国に対し、日本は、政府開発援助による経
済・社会インフラ基盤整備等の支援を行う
とともに、民間投資や貿易の活性化を図る
など、公的資金による援助と民間の活動を
有機的に連携させた経済協力を進め、同地
域の発展に貢献してきた。さらに、鳥イン
フルエンザや海上の安全確保等の地域的課
題に対するASEAN諸国の取組に対しても、
日本は支援を行っている（注５）。また、市場
経済体制への移行、投資環境整備、ASEAN
諸国間の経済格差の是正を目的とするメコ
ン地域開発等への支援を継続している。
急速な経済成長を続けるインドと日本は、

「日印戦略的グローバル・パートナーシッ
プ」の下で、様々な分野における関係強化
及び交流の活発化が進展している。８月の
安倍総理大臣訪印の際に発表された共同声
明（注６）では、日本による援助は、引き続き、
インフラ開発・環境及びエネルギー協力・
貧困削減・社会セクター開発等の分野にお
いて、より大きな役割を果たすべきである
との認識を共有した。
中国への援助については、中国経済の発

展が進む中、日中両国は2005年４月の日中
外相会談において、2008年の北京オリンピ
ック前までに円借款の新規供与を「円満終
了」することで共通認識に達し、2007年12月
１日、最後の新規供与案件の交換公文に署
名（供与総額は約463億円）した。中国側
は、円借款が中国の経済発展等に積極的役
割を果たしたことを高く評価している。一
方、中国における環境問題や省エネ、感染
症等、日中両国が協力すべき分野は多く残
っており、首脳会談、外相会談の機会にお
いて、省エネ・環境等の分野で引き続き協
力していくことを確認した（注７）。

（ロ）中　　東
世界の主要なエネルギー供給地域であ

り、日本が原油輸入の９割以上を輸入する
中東地域の平和と安定の確保は、国際社会
全体の平和と繁栄に直結する重要な課題で
ある。日本は国際社会と連携しつつ、中東
の平和と安定のために引き続き積極的に取
り組んでいく方針である。
イラクに対しては、イラク政府の主体的な復
興に向けた取組を国際社会と共に支援して
いる。2003年のマドリッド会合にて当面の支
援として表明した15億米ドルの無償資金協力
については、2005年５月までに全額の使途を
決定した。さらに、イラク新政府を支援するた
め、2007年２月には約１億米ドルの新規無
償資金協力を決定し、11月には約518万米
ドルの人道支援を決定した。現在は、中長
期的な支援として表明した最大35億米ドル
の円借款による支援に重点を移しつつあり、
これまで電力、運輸、石油、灌漑等の分野
の計10案件、総額約2,404億円（約21億米ド
ル）につき、円借款供与のための書簡の交
換がなされた。また資金協力と連携を図り、
研修を通じた能力構築も継続していく。
アフガニスタンでは、日本は、政治プロ

セス・ガバナンス、治安の維持及び復興の
３つの柱を中心に支援を行っている（注８）。
暫定政権への行政経費支援や選挙監視支援
などを行う一方、元兵士の武装解除・動員
解除・社会復帰（DDR）、非合法武装集団
の解体（DIAG）、地雷対策、警察分野な
ど治安維持への支援を行ってきた。さらに、
難民・避難民の再定住支援、農業・農村開
発支援、教育支援、インフラ整備などの支
援を行っている。１月の安倍総理大臣の
NATO訪問を受けて、NATO・PRT（地
方復興チーム）と日本の草の根・人間の安
全保障無償資金協力を連携させてアフガニ
スタンに対する人道支援を行う枠組みを構

（注５）2007年11月の日・ASEAN首脳会議で、福田総理大臣は、鳥インフルエンザ対策として、ASEAN各国に計50万人分の抗ウイルス剤を新たに配備すること及
び海上の安全確保、海の持続的可能な利用、海上交通の促進を通じた域内発展を目指し、今後5年間で3億米ドル規模の資金協力及び300人以上の
人材育成を実施すること等を表明した。

（注６）「新次元における日印戦略的グローバル・パートナーシップのロードマップに関する共同声明」。
（注７）温家宝総理訪日時には、「環境保護協力の一層の強化に関する共同声明」が署名された。
（注８）2002年に川口順子外務大臣が提唱した「平和の定着」構想に基づく。



地球規模課題への取組と国際協力 第２節

151外交青書2008

第
3
章

築し、12月時点で13の案件が開始された。
この枠組みの円滑な運用を目指し、日・
NATOの緊密な連絡を促進するため、カ
ブールのNATO文民代表部に対する連絡
調整員として在アフガニスタン大使館員１
名を指名している。
中東和平支援については、日本は、現在

の和平プロセスが開始された1993年以降、
９億米ドル以上の対パレスチナ支援を実施
するとともに、イスラエルとパレスチナが
共存共栄する二国家構想の実現を支持し、
アッバース・パレスチナ自治政府（PA）
大統領による和平努力を一貫して支援して
きている。また、日本独自の中東和平への
中長期的な取組として、イスラエル、ヨル
ダン、パレスチナとの協力を通じてヨルダ
ン渓谷の経済開発を図る「平和と繁栄の回
廊」構想の具体化に向け積極的に取り組ん
でいる。12月17日、パレスチナ支援プレッ
ジング会合がパリで開催され、宇野外務大
臣政務官が、パレスチナ改革・開発計画
（PRDP）への支援、日本が推進する「平
和と繁栄の回廊」構想の具体化支援、人道
支援を中心に、当面1.5億米ドルの支援を
実施していくこと、その一環として、公立
の医療機関等に対する約1,000万米ドルの
緊急支援の実施を決定した旨発表した。
さらに、拡大中東・北アフリカ（BMENA）

諸国については、その改革努力も踏まえ、
人材育成や雇用機会の拡大が喫緊の課題で
あるとの認識から、職業訓練及び教育支援
に力を入れている。

（ハ）アフリカ
アフリカ地域における平和構築、貧困削

減、経済成長及び世界経済への統合は、国
連やG8サミットをはじめとする各種国際
会議でも主要なアジェンダとなっており、
国際社会が一体となって取り組むべき主要
な課題として認識されている。

日本は「アフリカ問題の解決なくして、
世界の安定と繁栄なし」との考えから、ア
フリカのオーナーシップと国際社会のパー
トナーシップを基本哲学とするアフリカ開
発会議（TICAD）プロセスを基軸として、
積極的にアフリカに対する協力を実施して
いる。

2003年に開催されたTICAD IIIにおいて
は、日本の対アフリカ支援の３本柱として
「平和の定着」、「経済成長を通じた貧困削減」
及び「人間中心の開発」を表明するととも
に、分野横断的なアプローチとして「人間
の安全保障」の確保及び「南南協力」（特
にアジア・アフリカ協力）の推進を掲げた。
「平和の定着」については、開発の前提条
件として地域の平和と安定が不可欠である
という認識の下、元兵士の武装解除・動員
解除・社会復帰（DDR）支援、小型武器の
回収、対人地雷の除去、難民・避難民の帰
還・再定住支援、選挙支援等を行っている。
「経済成長を通じた貧困削減」について
は、日本は農業生産性の向上、インフラ整
備、貿易・投資の促進への取組を重視して
いる。例えば、アフリカの民間セクター開
発のための共同イニシアティブ「EPSA」（注９）

に関し、２月アフリカ開発銀行を通じてツ
ー・ステップ・ローンとして115億円供与
した。また、HIV／エイズを含む保健医療、
教育、水分野や食糧支援等の基礎生活分野
を中心に支援を実施し、「人間中心の開発」
を進めており、TICAD IIIでは、５年間で
これらの分野で10億米ドルを目標に無償資
金協力を実施することを発表し、着実に実
施してきている。
日本は、2008年５月に開催するTICAD

IVでの成果をG8北海道洞爺湖サミットでの
議論に効果的につなげ、引き続きアフリカ
問題に積極的に取り組んでいく方針である。

（注９）EPSA for Africa（Enhanced Private Sector Assistance for Africa）「アフリカの民間セクター開発のための共同イニシアティブ」：2005年 6月、アフリカ開
発銀行グループと日本政府で発表したアフリカの民間セクター開発に関する共同イニシアティブ。アフリカの民間セクター開発を包括的に支援することを目
的としている。
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イ　人間の安全保障
紛争やテロ、貧困、感染症、環境汚染や

気候変動といった様々な脅威に直面してい
る人々が恐怖や欠乏に苛まれることなく、
尊厳をもって平和に生活できる世界を実現
していくことは、日本を取り巻く国際環境
を安定的なものとし、日本自身の平和と繁
栄を維持していく上でも欠かせない。そう
した観点から日本は、一人ひとりの人間に
着目し、保護と能力強化を通じて人間それ
ぞれの持つ豊かな可能性を実現し、人づく
り、社会づくりをもって国づくりを目指す
「人間の安全保障」の理念の普及及び実践
に向けた取組を進めてきている。この理念
が広く国際社会に受け入れられるようにす
るため、日本は2003年に設置された人間の
安全保障諮問委員会（議長：緒方貞子
JICA理事長）の活動を支援しているほか、
2007年には、東京で人間の安全保障に関す
る高級事務レベル会合（注10）を、またニュー
ヨークにおいて第２回及び第３回「人間の
安全保障フレンズ」会合（注11）を主催すると
ともに、二国間外交の場でもインド、ベト
ナムをはじめとする国々との間で作成した
共同文書において人間の安全保障の分野で
協力していくことを確認した。また人間の
安全保障の視点を日本の開発途上国支援に
反映させるとともに、国連に設置した人間
の安全保障基金を通じた支援や、二国間援
助として草の根・人間の安全保障無償資金
協力等による支援も行ってきている（注12）。
具体的には、2007年にはコンゴ民主共和国
において、コミュニティ開発支援無償資金
協力及び人間の安全保障基金を通じた協力
を組み合わせ、国連児童基金（UNICEF

ユ ニ セ フ

）
等が実施する学校建設、教材の配布や保
健・衛生教育等に対する支援を決定した。

ロ　国際保健協力
世界では、エイズ、結核、マラリアの三

大感染症による死者数は、年間約500万人
に上り、そのほとんどが開発途上国に集中
している。日本は、感染症を開発途上国の
住民に対する脅威かつ経済発展の阻害要因
であるとともに、他国に容易に広がる人類
共通の脅威でもあるととらえ、人間の安全
保障の観点からその対策に積極的に取り組
んでいる（注13）。
また、開発途上国では、予防接種や衛生

設備が整備されていないことや、妊娠中及
び出産時に助産師の立会いがない、あるい
は緊急産科医療にかかれないために、多く
の子供や女性が命を落としている。日本は、
一人ひとりの健康に着目し、その保護に努
めることはもとより、個人や地域社会の能
力強化（エンパワーメント）を図るという
人間の安全保障の基本理念に照らし、人材
育成を含む保健システム強化のための支援
を重視している。

11月、高村外務大臣は「国際保健協力と
日本外交―沖縄から洞爺湖へ―」と題する
政策演説の中で、戦後、日本が結核をはじ
めとする感染症対策に取り組み、母子健康
手帳を導入し、地域に根ざした保健システ
ムを構築して、妊産婦死亡率、乳幼児死亡
率が大幅に改善したことを例に挙げ、個別
の疾病対策と様々な分野を組み合わせた包
括的取組を共に進めていくことの重要性を
訴えた。日本は、国際保健という地球規模
の課題に対して国際社会が一致して取り組
むために主導的役割を果たしていくととも
に、21世紀にふさわしい全員参加型の協力
の実現を呼びかけている。

（注10）アジア地域などにおいて、日本の人間の安全保障の考え方及び具体的取組の理解を更に促進するため、3月に東京で開催された。
（注11）2005年 9月の国連首脳会合成果文書の人間の安全保障に関するパラグラフのフォローアップと人間の安全保障の関心国の拡大を目的として、日本

主導により会合を開催。2007年11月の第3回会合には、48か国（パレスチナ含む）が参加した。
（注12）人間の安全保障基金及び草の根・人間の安全保障無償資金協力を通じた具体的取組は2007年版政府開発援助（ODA）白書P.43～P.44を参照。
（注13）三大感染症対策及び鳥インフルエンザ対策を含む日本の保健分野における援助については、2007年版ODA白書P.96～P.98及びP.114～P.119を参照。

（２）地球規模課題
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（注14）WFPの報告から。WFPは、約1万人の職員（現地職員を含む）を有し、世界78か国で支援地域の食糧事情にあった食糧支援を展開している。
（注15）UNHCR及びUNRWAの支援対象となっている人数（参考：UNHCR約3,300万人、UNRWA約450万人）。UNHCRは、約6,300人の職員を有し、世界

116か国で活動している。また、UNRWAは、パレスチナ難民の救済を行う唯一の国際機関であり、約29,000人の職員を有し、中東3か国とパレスチナ自
治区で活動している。

（注16）支援現場で分野ごとに中心的な責任機関を決め、国際機関・NGOの活動を調整する動き。

ハ　人道支援
頻発する大規模自然災害や紛争、スーダ

ン・ダルフールをはじめとする恒常的な人
道危機等を背景とし、世界各地で飢えに苦
しむ人々の数は約８億５千万人（注14）、紛争
を起因とする難民・国内避難民等の数は約
3,750万人（2007年６月現在）に上る（注15）。
こうした深刻な状況に対し、より効果的・
効率的な取組を行うために、国連ではクラ
スター・アプローチ（注16）の導入、国連中央
緊急対応基金（CERF）設立、国連人道調
整官配置を通じた現場機能の強化等の人道
支援改革が進められている。日本はこのよ
うな取組を積極的に支援するとともに、国

連難民高等弁務官事務所（UNHCR）、国
連世界食糧計画（WFP）やユニセフ等国
際機関に対する資金拠出のみならず、フィ
ールドにおいて各機関とJICA、日本の
NGO等との連携による日本の顔の見える
援助、人道支援から平和の定着への継ぎ目
のない支援を推進してきている。2007年に
は、ホームズ国連事務次長、グテーレス国
連難民高等弁務官、シーランWFP事務局
長、アブゼイド国連パレスチナ難民救済事
業機関（UNRWA）事務局長など人道支援
関係機関トップによる相次ぐ訪日機会をと
らえ、今後の具体的な協力の方途等に関し、
政策対話を行った。

世界保健機関（WHO）分類地域における保健医療従事者数（1,000人当たりの人数）

欧州：1,150万人
（1,000人当たり13人）

地中海・北アフリカ：160万人
（1,000人当たり3人） 西太平洋地域：470万人

（1,000人当たり2.8人）

東南アジア：780万人
（1,000人当たり4.4人）

南北アメリカ：1,240万人
（1,000人当たり13人）

サブサハラアフリカ：130万人
（1,000人当たり1.9人）

Countries with critical shortage

出典：WHOワールドヘルスリポート2006


